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⑤老齢人口割合 （Ｈ20.3.31住基人口）

成嶌 常松平野 晋一

②議会（Ｈ２０．５．１現在）

副市長 永作 滿雄 収入役 -

〈 ＴＥＬ 〉

上水道

地方公共
団体コ－ド

行方市麻生1561-9
0299-72-2174〈 ＦＡＸ 〉

＜概要＞

38,877

Ｈ７

男

19,783

国勢調査

20,434

％

28.7

11,313

老齢人口割合

25.3

％

就業者１人当り

人口１人当り

10,884

億円

24

21,383

2,379

11,550

40,035

千円

％26.5

(百万円・人）

32,884

67 歳）

任 期坂本 俊彦

副議長議 長

任 期 24条例定数H23.4.21 名 名

（人）

公明1 無23

③職員数（Ｈ１９．４．１現在）

党 派 別

公営事業
会計関係うち一般行政関係

現議員数

①沿革

一部事務組合加入事業
火葬場，消防救急，税滞納整
理，介護認定，職員退職手当，
後期高齢者医療

地域指定

③人口・世帯数

平成17年9月2日 合併
麻生町 北浦町 玉造町

②地勢・風土等
茨城県の南東部に位置し、東京都心から約70㎞、県都水戸

市から約40㎞の距離にあります。面積は166.33K㎡で、東西約
12㎞、南北約24㎞の形状となっており、北は鉾田市と小美玉
市、南は潮来市に隣接し、東は北浦、西は霞ヶ浦（西浦）に面し
ています。内陸部は標高30m前後の行方大地により形成されて
おり、霞ヶ浦沿岸部は概ねなだらかで連続的な稜線であるのに
対し、北浦沿岸部は比較的起伏に富んでいます。

男

①生産・所得（平成１7年度）

区分

合計

Ｈ１２

20,997

女

＜産業・経済＞

16,246
有権者数

人
口

世帯数

④有権者数（20．3．2現在）

42,390 41,465

10,318

行方市（なめがたし）

特定防衛施設
公営企業

（H18.1.1～12.31）

製造業
（Ｈ18．12．31）

63,391

製造品出荷額等

農業就業人口
農業産出額

従業者数

3,087

常住人口

（Ｈ20．4．1）Ｈ１７

％

％

5,738

2,112

3,446

計

19,094

16,638

全職員数

3,366 百円
一般行政職の
平均給料月額

普通会計関係

20,32321,031

19,712

97.3
地域手当
補正後
ラス指数

97.3

302

〈市長〉－〈副市長〉－

総務部－総務課,総合窓口課,秘書広聴課,企画課,財政課,税務課,収納対策
課

保健福祉部－社会福祉課,介護福祉課,健康増進課，国保年金課
（福祉事務所）

建設部－都市計画課,建設課,下水道課

経済部－農林水産課,商工観光課,環境課

〈会計管理者〉－会計課

〈議会〉－議会事務局

〈農業委員会〉－農業委員会事務局

〈教育長〉－
教育次長－学校教育課,生涯学習課,スポーツ振興課

〈水道事業〉－水道課

総額・総数

市町村内総生産

億円

1,066

サツマイモ レンコン トマト イチゴ 佃煮 ミツバ せり チンゲ
ンサイ みず菜 エシャレット シュンギク

63,636

－

14.1

59.7

④特産物

農業
（Ｈ17．2．1）

129

商店数

382

卸・小売業
（Ｈ19．6．1）

④機構図（Ｈ２０．４．１現在）
21,393

農家数

住民所得

第３次

第２次 30,472

区分 総生産額（Ｈ17年度）

471

Ｈ１８．４．１

458 417

466

全職員数
の 推 移

Ｈ１６．４．１

462

41

Ｈ１７．４．１

ラスパイ
レス指数

Ｈ17.10.2～
Ｈ21.10.1

さかもと としひこ

類型

〈e-mail〉

①長等（Ｈ２０．５．１現在）

ｋ㎡Ⅰ－０

name-info@city.namegata.lg.jp

＜行政組織＞

166.33

市章等 〒 311-3892

http://www.city.namegata.ibaraki.jp/
0

〈 住所 〉

面積082333

0299-72-0811
〈 Ｈ Ｐ 〉

②産業構造

女

③農業・工業・商業

第１次

％28.6

％

14,986

953

106,552

60,713

従業者数

事業所数

4,079

年間販売額
（H18.4.1～19.3.31）

23,540

（H18.1.1～12.31）

（人・百万円）

就業人口（Ｈ１７国調）

千円

5,411

44.5

－

6,139

9,523



％

－

財政力指数（Ｈ１７～Ｈ１９）

－5,639

区 分

－

－1,441 9.1

35.8

693

88.8 ％

指数等

9,728 百万円

③主要指標（平成１８年度）

税の徴収率（過年）

％

％

うち繰出金

うち補助

その他の経費

％

－

うち単独 1,378

1,373

17.5

8.7

8.7

公債費

投資的経費

扶助費

普通建設事業費

うち繰入金

15,766

3,727人件費

7,373

759

歳 出

義務的経費

△ 0.7

1.3

△ 25

9246.8

排水等処理率 43.6

95.2

92.4

し尿衛生処理率

上水道等普及率

24

683

うち臨財債費

地方税

地方交付税

64.9

6

②主な歳入・歳出（平成１８年度）

％

％

％

校

園

病院・診療所

道路改良率

道路舗装率 44.05

％

か所

％

％

歳 出

形式収支

実質収支

Ｈ１７決算 Ｈ１８決算

439,223

15,120,790

419,276

403,809

区 分

ごみ焼却処理率

- 434,908

( ）実質単年度収支 294,272

歳 入

（ 54.3

その他の税
（構成比）

-

( ）

3,827,923

（ 11.4 ）

343,273

10.1

53.8

△ 64,429

増減額

4.4

（百万円・％）

構成比

1.6

3,397,479

増減率

18

合 計

5

H20
給食センター統合
事業

232.1

55.9

－

国庫支出金

天王崎周辺開発
計画策定事業

②今後の主要課題・特色ある行政等

給食センターを３カ所から２カ所へ統合

か所

か所

標準財政規模（Ｈ１９）

0.443

戸

か所

図書館

幼稚園

中学校

保育所

3

97.3

債務負担行為支出予定額（B)

実質債務残高（C=A+B)

区 分

④将来にわたる財政負担（平成１８年度）

税の徴収率（合計）

地方債現在高（A) 18,163,289 186.7

積立金現在高（D) 1,481,036

18,335,745

経常収支比率

実質公債費比率 17.8

17.5

公債費負担比率 18.7

税の徴収率（現年）

－

23.6

27.7

4.7

7.7

16,223

3,397

3.5

1,686 10.4

5,392 33.2

地方債

1,251

その他

決算額

4.3

-

4.4

15,766,331

456,497

-

単年度収支

増減率

歳 入 15,540,066 16,222,828

区分

＜財政状況＞

①決算収支 （千円・％）

403,809 35,414

33.6

△ 1.2

17.5 －

1449.31,465

2,755

2,181

2,755

13.8
①主要施策実施状況

旧校舎解体工事等
玉造中学校施設
整備事業

H20

名 称 内 容

△ 16.2

959

△ 27

△ 266

収入額

1,225,170

2,079,645

36.1 ）(

1,829,036

10.9

区分 調定額

固定資産税
（構成比）

市町村民税
（構成比）

）

小学校

体育館

老人福祉施設

88.8

＜公共施設整備状況＞（平成１７年度）

校

4.3

－

－－

－

646

449

348

5420.9

4,496

571

－

5

公民館等－

78 1.5

26.0

か所

公営住宅

か所

将来にわたる財政負担（E=C-D) 173.316,854,709

15.2

188.5

－172,456

（千円・％）

1,313,370

34.3（ ）
93.3

徴収率

⑤市町村税の状況（平成１８年度）

490

市内循環バス及びデマンドタクシーの
運行

防災行政無線整
備事業

H19～
H20

防災行政無線の統合及びデジタル化

H20～
新交通システム
事業 27

84

比率

（単位：千円・％）

金 額

93.2 ％

〈主要課題〉
・行財政改革の推進
・雇用の場の確保
・少子高齢化対策
・地域間格差の解消
・教育施設適正配置の推進
〈特色ある行政〉
・農業振興の推進
・パブリックコメントの活用
・収納率の向上（インターネット公売、コンビニ収納）

H20
水辺の交流拠点として天王崎周辺地区
を整備する計画策定 4

19 か所

0

プ－ル

児童館
％134.4

施設充足率（公私
立幼稚園保育所）

78.9

2

88.0

か所

116

2

1

160

＜主要施策等＞

期間

（百万円）

概 算
事業費

13.5


